
伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、大地震発生時の建物倒壊による人的被害を減らすため、木造住宅の

耐震改修工事が困難な市民が行う耐震シェルター設置に対して、予算の範囲内において

伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金（以下「補助金」という。）を交付す

ることについて、伊勢原市補助金等の交付規則（昭和５５年規則第１９号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

(1) 耐震シェルター 市長が認めた地震発生時に居住している木造住宅の倒壊から自ら

生命を守るための装置で別表に定めるシェルターをいう。

(2) 耐震シェルター設置業者 耐震シェルターを設置する工務店等をいう。

(3) 耐震診断技術者 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条に規定する１級建

築士、２級建築士又は木造建築士で、神奈川県又は神奈川県建築士事務所協会等が主

催する「木造住宅の耐震診断と補強方法」（国土交通省住宅局監修、日本建築防災協

会発行）に基づいた講習会を修了した者をいう。

(4) 耐震診断 耐震診断技術者が「木造住宅の耐震診断と補強方法」に基づいて行う一

般診断又は精密診断をいう。

(5) 耐震改修工事 耐震診断の結果、改修前に「木造住宅の耐震診断と補強方法」に規

定する上部構造評点（以下「上部構造評点」という。）で１．０未満の木造住宅が、

改修後に上部構造評点が１．０以上となる工事をいう。

（対象建築物）

第３条 この要綱において、補助の対象となる木造住宅は、伊勢原市内に存し在来軸組工

法により建築された地上階数が２以下のもので、次の各号のいずれにも該当する建築物

（以下「対象建築物」という。）とする。

(1) 昭和５６年５月３１日以前に着工した一戸建の住宅（兼用住宅を含む。）

(2) 昭和５６年６月１日以後に増築又は改築していないもの

(3) 耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満のもの

(4) 耐震改修工事を行っていないもの

（交付の対象者）

第４条 この要綱において、補助の対象となる者は、前条に規定する対象建築物を自ら所



有し、かつ居住している者とする。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助の対象としな

い。

(1) 市税（市民税、固定資産税、都市計画税及び軽自動車税に限る。）を滞納している者

(2) 市長が補助の対象とすることを特に不適当と認める者

（補助金の額）

第５条 補助金の額は、次に定めるとおりとする。

(1) 耐震シェルター設置に要する経費の２分の１の額とし、１５万円を限度とする。

(2) 前号の規定により算出した補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てるものとする。

（交付の申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業

補助金交付申請書（第１号様式）に次に定める書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。

(1) 対象建築物の位置を示す案内図

(2) 住民票の写し

(3) 市税納付状況調査同意書（第２号様式）

(4) 着工年月の証明書類（建築確認通知書の写し、建物登記事項証明書又は固定資産

（家屋）公価証明書）

(5) 対象建築物の耐震診断を行った耐震診断技術者の講習会修了証の写し

(6) 耐震診断結果報告書

(7) 耐震シェルター設置に要する経費の見積書の原本

(8) 設置予定場所の写真

(9) その他市長が必要と認めた書類

（交付の決定）

第７条 市長は、前条の申請があり、審査の結果、補助金を交付すべきものと決定したと

きは、伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金交付決定通知書（第３号様式）

により申請者に通知するものとする。

（補助事業の着手）

第８条 前条の通知を受けた者（以下「補助対象者」という。）は、その通知を受領後、

速やかに補助事業に着手しなければならない。

（申請の変更又は取下げ）



第９条 補助対象者は、第７条の規定による補助金の交付の決定を受けた内容を変更し、

又は取下げようとする場合は、伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金変更

（取下げ）承認申請書（第４号様式）を市長に提出しなければならない。

（交付決定変更・取消し通知）

第１０条 市長は、前条の申請があり、審査の結果、交付決定を変更又は取消しを行った

場合は、伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金変更（取消し）承認決定通知

書（第５号様式）により補助対象者に通知するものとする。

（完了実績報告）

第１１条 規則第１４条の規定による完了の実績報告は、伊勢原市木造住宅耐震シェル

ター設置事業完了実績報告書（第６号様式）に、次に掲げる書類を添えて補助事業の完

了の日から３０日を経過する日又は３月２０日のいずれか早い日までに、行わなければ

ならない。

(1) 補助事業の完了が確認できる写真

(2) 補助事業に要した経費が確認できる書類の写し

(3) その他市長が必要と認めた書類

（補助金の額の確定）

第１２条 市長は、前条の伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業完了実績報告書が提

出され、規則第１５条の規定による補助金の額を確定したときは、伊勢原市木造住宅耐

震シェルター設置事業補助金交付確定通知書（第７号様式）により通知するものとす

る。

（補助金の請求）

第１３条 前条の通知を受けた者は、伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金交

付請求書（第８号様式）を市長に提出しなければならない。

（補助金の交付）

第１４条 市長は、前項の請求があったときは、その内容を審査し、速やかに補助金を交

付するものとする。

（委任）

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則（平成２４年５月２８日告示第９８号）

この告示は、平成２４年６月１日から施行する。

附 則（平成２４年７月６日告示第１２２号）

この告示は、平成２４年７月９日から施行する。



附 則（令和３年５月１０日告示第１２５号）

この告示は、公表の日から施行する。



別表（第２条関係）

名 称 会 社 名 備 考

耐震シェルター「ハイルナー」 株式会社スリー・ユー

東京都の「安価で

信頼できる木造住

耐震ＴＢシェルター「鋼耐震」 株式会社東武防災建設 宅の「耐震改修工

法・装置」の事例

紹介」において、

装置等部門で選定

木質耐震シェルター 株式会社一条工務店 している部屋の一

部を安全にする

シェルター

有限会社ヤマニヤマショウ耐震シェルター「レスキュールーム」



第１号様式（第６条関係）

伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金交付申請書

年 月 日

伊勢原市長 殿

住 所

申請者 氏 名

電話番号 （ ）

伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金交付要綱第６条の規定により、次の

とおり申請します。

建 物 所 在 地 伊勢原市

建 建 物 用 途 □ 専用住宅 □ 兼用住宅

物 階 数 木造 階

概 面 積 １階 ㎡ ２階 ㎡ 延べ床面積 ㎡

要 着 工 年 月 昭和 年 月

補 助 対 象 区 分 耐震シェルター設置事業

補 助 対 象 経 費 円（消費税込み）

補 助 申 請 額 円

耐 耐震診断技術者

診 資 格 番 号 建築士 登録 第 号

診 事 務 所 名

断 住 所

者 電 話 番 号 （ ）

添 付 書 類 □ 対象建築物の位置を示す案内図

□ 住民票の写し

□ 市税納付状況調査同意書（第２号様式）

□ 着工年月の証明書類

（建築確認通知書の写し・建物登記事項証明書

・固定資産（家屋）公価証明書）

□ 講習会修了証の写し

□ 耐震診断結果報告書

□ 耐震シェルター設置に要する経費の見積書

□ 設置予定場所の写真

（ ）□ その他市長が必要と認めた書類



第２号様式（第６条関係）

市税納付状況調査同意書

年 月 日

伊勢原市長 殿

住 所

（ ）氏 名 署名

伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金交付申請にあたり、私に係る伊勢原市

市税の納付状況について、伊勢原市が職権で調査することに同意します。

調査に同意する項目

１ 市民税

２ 固定資産税

３ 都市計画税

４ 軽自動車税



第３号様式（第７条関係）

伊勢原市指令（ ）第 号

年 月 日

伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金交付決定通知書

様

印伊勢原市長

年 月 日付けで申請のありました補助金の交付について、次のとおり決

定したので通知します。

補 助 対 象 区 分 耐震シェルター設置事業

建 物 所 在 地 伊勢原市

建 物 用 途 □ 専用住宅 □ 兼用住宅

建 階 数 木造 階

物 １階床面積 ㎡

概 面 積 ２階床面積 ㎡

要 延べ床面積 ㎡

着 工 年 月 昭和 年 月

補助金交付決定金額 円

条件及び指示事項 １ 補助事業を変更又は取下げしようとする場合は、速やかに

市長に申請書を提出しなければならない。

２ 補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合若し

くは完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

は、速やかに市長に報告し、その指示を受けなければならな

い。

３ 補助事業が完了したときは、完了実績報告書を完了の日か

ら３０日を経過する日又は３月２０日のいずれか早い日まで

に市長に提出しなければならない。



第４号様式（第９条関係）

伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金変更（取下げ）承認申請書

年 月 日

伊勢原市長 殿

住 所

申請者 氏 名

電話番号 （ ）

伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金交付要綱第９条の規定により、次の

とおり申請します。

区 分 □ 変更 □ 取下げ

補 助 対 象 区 分 耐震シェルター設置事業

建 物 所 在 地 伊勢原市

建 建 物 用 途 □ 専用住宅 □ 兼用住宅

物 階 数 木造 階

概 面 積 １階 ㎡ ２階 ㎡ 延べ床面積 ㎡

要 着 工 年 月 昭和 年 月

変 更 内 容

変更・取下げ理由



第５号様式（第１０条関係）

伊勢原市指令（ ）第 号

年 月 日

伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金変更（取消し）承認決定通知書

様

印伊勢原市長

年 月 日付けで交付決定した伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業

補助金交付に係る決定を、次のとおり変更する・取り消すので通知します。

補 助 対 象 区 分 耐震シェルター設置事業

建 物 所 在 地 伊勢原市

建 物 用 途 □ 専用住宅 □ 兼用住宅

建 階 数 木造 階

物 １階床面積 ㎡

概 面 積 ２階床面積 ㎡

要 延べ床面積 ㎡

着 工 年 月 昭和 年 月

取消理由又は変更内容

備 考



第６号様式（第１１条関係）

伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業完了実績報告書

年 月 日

伊勢原市長 殿

住 所

申請者 氏 名

電話番号 （ ）

伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金交付要綱第１１条の規定により、次の

とおり報告します。

補 助 対 象 区 分 耐震シェルター設置事業

建 物 所 在 地 伊勢原市

完 了 年 月 日 年 月 日

交 付 決 定 金 額 円

会 社 名設

置

業 住 所

者 電 話 番 号 （ ）

添 付 書 類 □ 補助事業の完了が確認できる写真

□ 補助事業に要した経費が確認できる書類の写し

（ ）□ その他市長が必要と認めた書類



第７号様式（第１２条関係）

伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金交付確定通知書

住 所

氏 名

年 月 日付けで提出されました完了実績報告書に基づき次のとおり補助

金の額を決定したので通知します。

年 月 日

印伊勢原市長

１ 補助確定金額 円

２ 補助事業の名称 木造住宅耐震シェルター設置事業

３ 補助対象区分 耐震シェルター設置事業



第８号様式（第１３条関係）

伊勢原市木造住宅耐震シェルター設置事業補助金交付請求書

年 月 日

伊勢原市長 殿

住 所

請求者 氏 名 ㊞

電話番号 （ ）

年 月 日付けで交付の確定を受けた次の補助金について、伊勢原市木造

住宅耐震シェルター設置事業補助金交付要綱第１３条の規定により請求します。

交 付 請 求 額 円

補 助 対 象 区 分 耐震シェルター設置事業

振込先

金 融 機 関 名

支 店 名

口 座 種 類 □ 普通 □ 当座

口 座 番 号

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

口 座 名 義 人


